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１．会社概要・ビジネスモデル



会社概要

商号 株式会社ヒューマンクリエイションホールディングス

事業内容 コンサルティング・システム受託開発事業、及びシステムの開発・保守を行う技術者派遣事業

本社所在地
東京都千代田区霞が関三丁目2番1号 霞が関コモンゲート西館24階
（全国６都市で事業展開）

代表者 富永 邦昭 （代表取締役社長）

設立日 2016年10月3日 （創業1974年10月）

グループ売上高 6,486百万円（2023年9月期）

資本金 193百万円

従業員数 連結ベース：945名（2023年9月末時点、臨時雇用者数を含む）
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沿革

◼ 1974年10月に、金融機関向けのハード販売・開発・保守を目的として設立。設立後まもなく
派遣事業を開始・主力事業とし、長い社歴の中でシステム開発に係る実績・業界知見を蓄積

◼ 現マネジメント体制へ移行後、M&Aも積極的に活用し成長が加速

バンキング・システムズ設立

1974.10

リサ・パートナーズが

株式取得

2015.2

HCHを設立、持株会社体制へ

CLSを買収

2016.10

富永邦昭氏が社長に就任

2016.11

ブレーンナレッジシステムズ

を設立

2018.6

アセットコンサルティング

フォースを設立

2019.7

ヒューマンベースを買収

2021.10

コスモピアを買収

2022.4
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グループ概要

株式会社
ブレーンナレッジ

システムズ

― エンジニア派遣事業 ―

【本社】東京都千代田区
【支部・営業所・

ゼロスク（教育事業）】
 ■北海道 札幌市
 ■宮城県 仙台市
 ■愛知県 名古屋市
 ■大阪府 大阪市
 ■福岡県 福岡市

株式会社
ヒューマンクリエイションホールディングス

― 純粋持株会社 ―

株式会社
シー・エル・エス

― エンジニア派遣事業 ―

【本社】東京都千代田区

株式会社
セイリング

― エンジニア派遣事業 ―

【本社】東京都千代田区

株式会社
ヒューマンベース

― BPRコンサル事業 ―

【本社】大阪市北区

株式会社
コスモピア

― BPO事業―

【本社】東京都千代田区

株式会社 アセット
コンサルティングフォース

― システムコンサル
・受託事業 ―

【本社】東京都千代田区
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ビジネスモデルの特徴（1/2）

◼ コンサルティング・受託開発、ITエンジニア派遣の『２本柱』で展開し、高い利益率と稼
働率を享受

◼ 最上流コンサルティングから最終工程の保守運用まで、『一気通貫』で対応し、高品質な
サービスを提供
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⇒ 23/9期は、直近にグループ入りしたヒューマンベース（ 2021年10月）、コスモピア（ 2022年4月）も含め
てグループ各社間での連携が進捗し、受託案件等において共同案件が増加



ビジネスモデルの特徴（2/2）

◼ 当社グループは、持株会社である当社の傘下に6社の事業子会社を擁し、各子会社はそれ
ぞれITシステム開発の各工程における専門性を有するエンジニアを保有
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２．市場動向



DX（デジタルトランスフォーメーション）の急速な進展に伴う市場機会

*1: System Engineering Service の略。顧客先に、技術的な支援を行うサービス

◼ デジタル化による業務プロセスの効率化や変革を目指すDX需要は引続き旺盛であり、DX案件
を推進できる人材に対するニーズも堅調に推移

◼ 一方でIT人材の不足も続いており、強い需要に如何に対応していくかが業界の課題

国内企業のIT投資額推移 IT人材需給推移

（兆円）

◼ 国内企業のIT投資額は2024年には14.6兆円、IT人材の不足人数は2030年には2020年比で約1.5倍となる見通し

◼ 新型コロナウイルスの感染拡大によりテレワークへのシフトが本格化。経産省によるDX推進やデジタル庁新設、2025年問題
もIT需要の拡大に拍車をかけ、エンジニアの供給不足数は今後も増加

⇒ エンジニアの教育・派遣、SES*1等によるIT人材サービス拡充が必要

（千人）

出所：矢野経済研究所 2022 国内企業のIT投資実態と予測
  経済産業省 IT人材の最新動向と将来推計に関する調査結果（2019年版）
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IT人材の不足は年々拡大し、2030年
の需給GAPは、約16~79万人の予想

人材供給

需給GAP

市場は拡大
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日本におけるDX推進の主たる担い手は当社のようなIT企業
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情報処理・通信に携わる人材の所属先

それ以外の企業

IT企業

出所：独立行政法人情報処理推進機構 「IT人材白書2017」 より当社作成

◼ 日本企業は、「2025年の崖」に向けレガシーシステム（旧来型のシステム）の刷新が急務
だが、日本市場は人材の流動性が低く、DX推進するIT人材を容易に雇用できない

◼ すでに優秀なIT人財を多く抱える当社のようなIT企業のマーケットオポチュニティは、今
後、益々増大

72.0％
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IT産業にはボリュームニッチな市場が存在

12

当社が注力する

ボリュームニッチな市場

7兆5,181億円

38社

3兆0,698億円

2,521社
8兆2,049億円

1,176社

市場規模

企業数

出所：経済産業省 「情報通信業基本調査2021」 より当社作成

◼ 大手SIerが積極的に参入しない中小規模の受託案件は、需要がありながら、対応企業が少
ないボリュームニッチな市場であり、当社にとっての注力領域

少数の大手SIer
が激しく競合

多数の中小SIerが
激しく競合

資本金100億円
以上の企業群

資本金1億円以上～100億円未満の企業群 資本金1億円未満の企業群

情報サービス業(2020年度)の

企業数は3,735社

売上高は18兆7,928億円



業界トレンドの変化： 既存の大手SIerを頂点とした下請け構造の限界

従来のIT事業者間の関係

大手SIer

クライアント

パートナー

クライアントに常駐し、ニーズに沿ったシステムを
設計・開発するマイクロサービスの需要が増加

After コロナ

案件獲得段階から機動的に協力しつつ、開発工程にも人材を供給できるIT派遣会社は、大手SIerに対し大きな安心感を与えることが可能

⇒大手SIerの「パートナー」として機動的に対応しソフトウェア開発をサポートできるビジネスモデルが、IT業界において必要とされる傾向

大手SIer

クライアント

受託・派遣企業
（2次請け～）

設計 開発 保守 設計 開発 保守

大型案件

（例：~10億円）

中小型案件

（例：3~5億円）

*1: System Integratorの略。システムインテグレーションを行う企業。情報システムの企画から運用ま
で必要なサービスを協力会社等を活用しながら提供している企業

◼ 新型コロナウイルス感染拡大以降、クライアントのニーズ多様化やシステム開発予算縮小に
伴って案件が細分化し、大手SIer*1だけでは単価・人材の面から対応しきれないケースが増加

受託・派遣企業
（2次請け～）
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３．特徴と強み



成長を実現するグループ経営陣（1/2）

■(株)ポーラ、(株)ポーラ・オルビスホールディングスに在籍

– 経営企画部門管理職時代、グループ９ブランド中６ブランド（海外企
業２社を含む）を、買収・ＪＶ設立・外部招聘・新設等多様な経営手
法を駆使し、1,500⇒2,000億円企業への成長を実現

– ポーラ・オルビスホールディングス総合企画室にて、M&A、子会社
業績管理・指導を手掛け、同社のIPOを実現

– グループ横断の人財育成の仕組み、プロセスマネジメントを立案主導
し、ＨＲ分野での知見を確立・貢献

– 海外事業CSO・海外事業部長として海外子会社6社を統括。2年で14億
円の利益を創出

■ 2016年11月当社入社、代表取締役社長就任

株式会社ヒューマンクリエイションホールディングス

代表取締役社長

富永 邦昭

Kuniaki Tominaga
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成長を実現するグループ経営陣（2/2）

取締役 管理本部長

河邉 貴善
■(株)ポーラ、(株)ポーラ・オルビスホールディン
グス在職中、財務エキスパートとして経理・子
会社監査を担当。海外子会社6社を含む管理体
制の整備・強化を主導し、子会社経営管理も実
践。経理・財務部門における豊富な経験と見識
を有しており、当社グループの管理部門統括者
として管理体制の構築・強化を推進

■2017年5月当社入社

■2020年4月取締役管理本部長

■中小企業診断士

株式会社ヒューマンクリエイションホールディングス

常務取締役

下田 昌孝
■経営コンサルティング会社在籍時に当社グルー
プの前身である(株)バンキング・システムズの
税務業務等に従事。その業務遂行能力を買われ
(株)バンキング・システムズへ入社し、翌年に
は当社取締役に就任。税務財務業務全般はもと
より、数多くの人財を見てきた経験からなる人
財マネジメントをグループ全社にわたって遂行

■2017年5月当社入社

■2020年4月常務取締役

■税理士

取締役 経営企画本部長

音吉 元樹
■外資系コンサルティングファームの事業再生
部門・クロスボーダーM＆A部門、総合商社の
ビジネスコンサルティング部門等を経験。国
内企業の事業再生、日系企業による海外企業
の買収やPMI（M＆A後の統合）等のプロジェ
クトにおいて、経営戦略の策定、アクション
プランの策定・実行支援等を多数手掛ける

■2021年  5月 当社入社

■2021年10月 HMB代表取締役（兼務）

■2021年12月 取締役経営企画本部長

16



当社グループの強み

◼ 品質を担保するために、
100％正社員で対応する体
制を構築（※一部BPO案件等を除く）

◼ コンサル・企画提案から開
発・保守運営で答えを創造

信頼の体制で答えを創造
受託と派遣の2本柱で

最適な答えを柔軟に提供
ボリュームニッチな市場で

積極的に答えを創造

◼ 課題に応じて、受託チームを
組成、もしくは、人材派遣へ
と切り替えを柔軟に対応

◼ これにより高い稼働率と利益
確保にもつながる

◼ 大手SIerが積極的に対応しな
い中小規模の受託案件は、需
要がありながら、対応企業が
少ない市場

◼ その市場で優位性を確立し、
課題解決のノウハウを蓄積し、
企業成長を促進
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独自のワンストップ体制で大手SIerと同格のポジションを獲得

中小型案件
（例：～３億円）

クライアント

当社

設計 開発 保守

大手SIer

保守設計

当社

クライアント

◼ 独自のワンストップ体制で、大手が積極的に狙わない中小案件（～3億円）で1次請けポジションを獲得

◼ 大型案件では大手SIerと協働し、1.5次請けのポジションでの案件参画を目指す

開発

大型案件

当社

設計 開発 保守

設
計
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守
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発
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守
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コンサルティング・受託分野が順調に拡大

11.5

20/9期 21/9期

4.3

（%）

13.5

22/9期

コンサルティング・受託分野の全社売上に対する割合（％）

注： ACF売上及びその他グループ子会社の受託案件の合計を、事業子会社の売上高の単純合算で除した割合

◼ 23/9期は、全社売上が成長した中で「コンサルティング・受託」の売上比率は

前々期末並みとなったが、案件獲得自体は順調に進捗しており、引続きの成長を見込む
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コンサル・受託

開発

保守運用・BPO

23/9期

◼ ACF＋受託案件



受託案件の事例③

◼ 無線機器大手から受注した案件はCLS社と協働し納品を完了（10/24公表）

受託案件の事例①

◼ 「コネクトフォースTM」を基盤製品として、NTTデータ社との間で共同開
発を行っているサービスが、①複数自治体のオンライン窓口（ Teleco® ）、
②銀行業務のオンライン契約手続き、2つの実証実験を開始。①は23年8月
より1自治体が本運用を開始

◼ 大手エネルギー企業（エナリス社・3/13公表）・大手ライフライン企業よ
り新規案件を受注。順調に進捗し、追加発注を継続的に受領

◼ 大手通信企業からの受託案件では、Ph2に次いでPh3を受注し、進行中

◼ タレントマネジメント大手企業から顧客向けポータル構築案件を受託、一
部機能を先行リリースし、順調に進行中

グループシナジーを発揮し、中心戦略『大型受託案件の獲得・拡大』が順調に推移

受託案件の事例②

◼ 政府系インフラ事業会社の基幹システム開発における設計工程を受託、予
定通りに納品完了

◼ 開発・製造以降工程も受託契約を締結。当社グループ過去最大・数億円規
模の大型プロジェクトとなる 

⇒追加のPh2は順調に進行。着実に信頼を獲得し、Ph3の打診を受けPoC中

大型受託案件の獲得・拡大

「二周目開発」のニーズ発掘
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案件参画を通じた人財の教育効果・単価向上・受注拡大の好循環

◼ 独自のグループ体制により、案件を通した人財の技術力を底上げ・それに伴う契約単価向
上が可能。案件参画と教育効果の好循環によって成長を促進

案件

参画

売上・利益の

成長を支える

好循環

業務拡大

単価向上

育成配置

• 上流工程より案件に参加

• 優秀な社内エンジニア増加によ
り優良案件獲得数増加

• エンジニアの効率配置/教育体制
と質の同時確保

• 全国6都市の営業拠点を活かし、
フレキシブルにエンジニアをア
サイン

• 経験値の低いエンジニアを、上
流エンジニアと一緒により上の
工程に派遣できる人財育成体制

• 独自の教育プログラム「スキル
アッププロジェクト」を保有。
初級・中級・上級編に分かれて
おり、スキマ時間での学習が可
能。専任トレーナーを個々人に
就けることで学習効率を向上

• より上流の工程に挑戦したエン
ジニアは、システム開発の流れ
を俯瞰して経験でき、自身のス
キルアップにもつながる

• 各種研修や、研究会・勉強会な
ど、マネジメントや最新技術を
研究する機会も提供

• 各エンジニアの業務範囲拡大に
よる量と質の拡大とそれによる
単価向上

• エンジニアのスキルアップによ
り上流工程に対応可能なエンジ
ニアが増加
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特定の業界・取引先に依存せず、環境変化にも強い体制

◼ 信頼に基づく既存顧客との長年の取引実績と多くの大手企業を顧客に持つことで、事業基盤の
高い安定性を堅持

◼ 独立系の強みを活かし、特定の業界・業種に依存しないことで、成長機会と経済環境変化への
耐性を両立

独立系の強みを活かして
業種・取引先の分散を効か
せることで、成長機会とリ

スク耐性を両立

主要既存顧客との契約継続年数*3

10年以上

取引先数395社中*2

上場企業78社（20%）

資本金1億円以上企業193社（49%）

*1: 業種別比率は、それぞれの業種の案件への派遣人員数の割合（2022年9月末時点）
*2: 2021/9期から2022/9期の間の取引先数
*3: 2020/9期のBKS及びCLSの主要取引先上位5位の契約継続年数

既存顧客との
長期リレーション多数の大手企業が顧客

様々な業種の案件に
派遣を通じて参画*1

金融サービス

15%
公共・医療

27%
通信・メディア

19%

製造・流通

26%
エネルギー・その他

13%

22



「マーケティング×機動力×エンジニアスキル」を活用したグループ体制

◼ グループ内でコンサルから保守運用まで一気通貫で対応できる独自の体制を構築

◼ マーケティング・機動力・エンジニアスキルを生かし、大手SIerの案件獲得から開発実行
までフレキシブルにサポート可能なIT人財企業としてのポジションの確立を目指す

マーケ

ティング
機動力

エンジニ

アスキル

独自の強

みを発揮

• コンペ時に、グループ内エン
ジニアを動員してデモ機を作
成

• NTTデータ社と上流工程を担当。
クライアントに寄り添い、エン
ドユーザーである女性の営業員
が「使いやすい」システムの構
築を提案

• デモ機含め、自社内で
一気通貫体制で質の高
いシステムを開発

• 大手SIerとともに上流工程を担当

• エンジニアバックグランドではな
い経営陣を筆頭に、顧客の声を製
品化に活かす高いコンサルティン
グ能力、案件獲得に活かす高い
マーケティング能力が強み

• グループ全体で上流工
程から下流工程までフ
レキシブルに対応可能

• 顧客ニーズに沿ったス
ピード感ある対応が可
能

• グループ内に保有する豊
富なエンジニア人財を活
用し、開発実行を支援

23

クライアント：国内最大級の生命保険会社A

案件概要：デジタル営業ツールの開発

コンペ概要：大手SIer連合等とのコンペ

最終落札者：最大手SIer
HCHは「パートナー」として
参画、共同で案件を獲得

事例

⇒ 23/9期中においても、大手SIerからの案件獲得並びに協業は順調に進捗中



グループ内の全国拠点を活用した受注力・収益力の向上

◼ 主力とする派遣以外にも、首都圏のPM/PLクラスを中心とするチームが案件を獲得し、準
委任契約で担当

◼ 開発工程以降については請負契約にて実施し、グループ内の地方拠点のエンジニアも活用
することで、グループ全体の受注力・収益力の向上を目指す

高収益性・高稼働率を目指すグループ
体制・人員構成

– 首都圏のPM/PLクラスを中心とする
チームが、リスクが高い要件定義まで
を準委任契約で担当

– 要件定義がされてリスクが極小化した
段階・開発工程以降については、請負
契約にて実施し、グループ内の地方拠
点のエンジニアも活用。
（首都圏比コスト*1：PM/PL 84.0%、
SE 85.3%、PG 86.6%）
全国の稼働状況を見ながら適宜適切に
エンジニアをアサインすることで
受注力・収益力の向上を目指す

1

2

1 首都圏で案件を獲得

2 開発工程は地方拠点を活用し
受注力・収益性の向上を目指す

*1: 出所：一般社団法人日本ニアショア開発推進機構 エンジニア単価情報2020年版レポート

東京本社

北海道支部

関西支部

東北支部

福岡営業所

名古屋営業所
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⇒ 全国拠点を活用することで大型の受託案件へも適切に対応が可能となっており、 23/9期中においてもグループ拠点
間の協業は順調に進捗中



４．中期経営計画（24/9期～26/9期）



M&A・新規事業領域

コンサル・受託領域

既存事業

『答えを創る次世代の経営課題コンサルティング企業』へ向けて ～中長期ビジョン～

◼ オーガニック成長、M&Aを駆使し、コンサル・開発・保守運用までを自社グループ内で完結
できる「一気通貫」ビジネスモデルを精緻化し、経営課題コンサルティング企業へ成長する

22/9期～

◼ コンサルから開発、保守運
用までを請負う『一気通貫
ビジネスモデル』の精緻化

◼ M&Aを積極実施

1st ステージ 2nd ステージ 3rd ステージ

25/9期～

◼ コンサル受託領域、M&A
案件での成果の刈り取り

◼ 新規事業領域の検討

28/9期～

◼ 『答えを創る次世代の経営課題コンサル
ティング企業』として、技術力・規模
ともにIT業界の首位グループへ

26

24/9期は2ndステージ
に向けた助走期間

現在



中期経営計画（24/9期～26/9期）を策定する背景及び骨子

27

中計策定の背景

1. プロジェクト本数の拡大に
よる売上成長

2. 経営コンサルティング領域
への事業拡大

3. 人的資本経営への投資加速

中計の骨子

◼ 派遣・受託の「２本柱」、「一気
通貫」ビジネスモデルの精緻化等、
これまでの戦略には着実な成果

◼ 積極的なM&Aに加え、アライアン
ス戦略にも成果あり

✓ NTTデータとの業務提携

✓ 日鉄ソリューションズとの資本業務提
携

✓ アドバンスト・メディアとの資本業務提
携

◼ フィナンシャルパートナー（投資
ファンド）からストラテジック
パートナー（事業会社）主体へ、
資本構成も大きく変化

短期的な利益から、

「中長期的な事業成長」へ
事業

M&A

提携

資本



資本構成の変化

28

◼ フィナンシャルパートナー（投資ファンド）からストラテジックパートナー（事業会社）主
体へ、資本構成が大きく変化

順位 氏名又は名称
持株数

（千株）
持株比率
（％）

1
ヒューマンクリエイション
ホールディングス

288 14.95

2 ＨＣＨグループ従業員持株会 114 5.92

3
日鉄ソリューションズ
株式会社

78 4.08

4 株式会社SBI証券 60 3.12

5
株式会社
アドバンスト・メディア

55 2.88

6 富永 邦昭 48 2.52

7 楽天証券株式会社 40 2.08

8 JP JPMSE LUX RE UBSAG LONDON
BRANCH EQCO 33 1.74

9 堀江 豊 30 1.55

10 ML INTL EQUITY DERIVATIVES 29 1.51

大株主の状況（2023年9月30日時点）大株主の状況（2022年９月30日時点）

順位 氏名又は名称
持株数

（千株）
持株比率
（％）

1
ヒューマンクリエイション
ホールディングス

202 10.51

2
株式会社
リサ・パートナーズ

178 9.27

3 ＨＣＨグループ従業員持株会 110 5.72

4 堀江 豊 62 3.21

5
三菱UFJモルガン・スタンレー証券
株式会社

43 2.26

6 橋本 斉市 43 2.26

7 富永 邦昭 43 2.23

8 上田八木短資株式会社 36 1.91

9 加藤 幹正 29 1.51

10 今給黎 孝 28 1.47

注：「持株比率」は、自己株式を含む発行済株式総数に対する持株比率



中計骨子１）プロジェクト本数の拡大による売上成長

◼ 23/9期以降、SEクラス（サブリーダー）の育成に重点的に取り組んだことで、 PM/PLクラス（プロ
ジェクト・マネージャー）層の拡充に繋がっている

◼ 新たなPM・PLリードのもと、新規プロジェクトの本数を増加させて、売上高の積極拡大を目指す

29

サブリーダー

プロマネ



中計骨子２）経営コンサルティング領域への事業拡大

◼ HCHに「経営コンサルティング事業準備室」を創設し、従来のITコンサルティングに留ま
らず、より上流工程である経営コンサルティング領域への拡大を狙う

◼ 超上流から経営課題を発掘し、既存領域での案件参画の機会の拡大に繋げる

経営コンサルティング

事業準備室

30

案件参画の機会拡大

案件参画の機会拡大



中計骨子３）人的資本経営への投資加速

◼ 従来より、人的資本への投資を行ってきたが、未だ不十分との認識

◼ 更に投資を加速し、優秀な人財の採用数を増加させ、個人のスキル育成等による組織成長
を図る

1. 採用強化のためATS(※)を導入

2. 日鉄ソリューションズの「DX人
財教育プログラム」に参加

3. 従来の育成システムの改善を実行

4. タイムカプセル・ストックオプ
ション制度を導入

5. ヘッドハンティング活用・報酬水
準の引上げ 

採用・
維持

育成

採用

31

1. 職位の細分化や複々線人事の導入な
ど、多様なキャリアパスを実現するた
め人事制度を抜本的に改革

2. シニア社員の就労機会の充実を図る
ため、雇用機会を70歳まで拡大

3. タレントマネジメント・システムを導入し、
きめ細かに人材育成をフォローする制
度を導入

など

（※）Applicant Tracking System。企業の採用業務を一元管理するためのシステム

これまでの取り組み 追加検討・実施中の施策
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売上高 EBITDA
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成長を加速 投資 ⇒ 再成長

◼ 売上高については、プロジェクト本数の拡大や経営コンサルティング事業の貢献による既
存事業の成長のほか、M&Aは過去実績に基づき毎期2-4億円程度の売上高として織り込む

◼ 利益については、当初2年間の人的資本への重点投資等による再成長の結果、26/9期には売
上総利益率が回復し、段階利益も大きく増益となる想定

（※）折れ線は、売上高EBITDA比率



株主への還元方針

33

◼ 中計期間においては、利益の再投資による株主価値の向上を図るとともに、事業環境、業績
及び財務状況等を総合的に勘案したうえで、株主への利益還元を行う

（※）総還元性向＝（配当＋自己株式取得）÷親会社株主に帰属する当期純利益

【株主還元の内訳】

• 配当予定：83百万円（51円/株）

• リサ・パートナーズより自己株式取
得：175百万円（2023年2月9日付）

【その他の株価施策】

• アドバンスト・メディアとの相互株
式の市場買付け150百万円（2023年
8月31日付）

【中計期間の株主還元方針】

• 配当は、連続増配を維持

• 総還元性向（*）は、親会社株主
に帰属する当期純利益の30％以上
を維持

• 安定的な配当実施と併せて、資本
効率の向上を目的として、機動的
な自己株式取得等を行う

親会社株主に帰属する当期純利益

438百万円

1,546～
1,786百万円

23/9期 24/9～26/9期
3年間累計



5. 業績予想・財務情報



99 

245 

390 386 

563 
661 681 

818 839 

3.8% 

7.4% 

9.4% 
8.5% 

11.2% 11.4% 
10.7% 

12.6% 
10.8% 

 -

 2.0%

 4.0%

 6.0%

 8.0%

 10.0%

 12.0%

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1,000

1,100

1,200

17/9期

実績

18/9期

実績

19/9期

実績

20/9期

実績

21/9期

実績

22/9期

実績

23/9期

計画

23/9期

実績

24/9期

見通し

2,642 
3,302 

4,154 
4,565 

5,035 
5,803 

6,353 6,486 

7,785 

17/9期

実績

18/9期

実績

19/9期

実績

20/9期

実績

21/9期

実績

22/9期

実績

23/9期

計画

23/9期

実績

24/9期

見通し

今期の業績、及び来期の見通し

（百万円） （百万円）

売上高 EBITDA
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⇒ 23/9期実績は、事業成長が「人的資本経営」推進のコスト増を吸収し、3期連続の増収増益と続伸

⇒ 24/9期見通しは、中期経営計画期間（24/9期～26/9期）における「中長期的な成長」を加速させるため、特に人的資本
に対して積極的な投資を行い大幅な増収を計画する一方、利益に関しては23/9期並みを想定

CAGR +16.1% CAGR +42.0%前期比

120.0％

前期比
100.4％

注：CAGRは17/9期から23/9期における年平均成長率
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財務実績

注: 上表は連結貸借対照表のうち主要な勘定科目を抜粋表示しているため、内訳は合計に一致しない

流動資産 1,968,311 買掛金 28,449  

現預金 1,020,088 1年内返済長期借入金 217,468 

売掛金 756,634 長期借入金 423,875 

契約資産 78,032 賞与引当金 161,616 

貯蔵品 85,926 退職給付に係る負債 142,476 

固定資産 994,839 負債合計 1,901,055 

有形固定資産 50,828 資本金 193,661

無形固定資産 551,984 資本剰余金 101,402

のれん 540,965 利益剰余金 1,368,442

投資その他の資産 392,027 自己株式 -591,768 

その他有価証券評価差額金 -19,040 

新株予約権 9,399 

純資産合計 1,062,096 

資産合計 2,963,151 負債・純資産合計 2,963,151 

連結貸借対照表（23/9期）     （千円）
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当社グループの主要KPIの推移

保有人数

• 人的資本へ重点投資を行うことに
より、高スキル技術者の採用及び
育成を加速

• 多様な働き方を実現するため人事
制度を抜本的に改革するほか、シ
ニア社員の就労機会の充実、並び
に、きめ細かに人材育成をフォ
ローする制度を導入するなどによ
り、保有人数の増加を加速稼働率

旺盛なDX推進需要を取り込み、
引続き高稼働率で推移中

契約単価

コンサル・受託への注力、
及びこれに伴う技術力向上
の結果、引続き上昇傾向で
推移

◼ 当社グループの技術力の指標となる『契約単価』『稼働率』は、いずれも上昇基調を継続

◼ 人的資本への重点投資の戦略に伴い、『保有人数』の増加を加速

38



◼ 即戦力となるPM/PLやSEを積極採用するほか、SEの一部はPM/PLへ順調に成長しており、
中計期間においてプロジェクト本数の増加による売上拡大に寄与と想定

『保有人数』は、人的資本への重点投資により増加を加速

22/9期

21/9期

20/9期

PM/PLクラス SEクラス PGクラス
PMは、プロジェクト全体を管理
PLは、PMが立てた計画を実行監督

システムエンジニアの略。顧客の要望・要求に基づいてシス
テムを設計する役割を担う。基本設計から開発迄の工程に対
応可能な人材

プログラマーの略。システムエンジニアの設計に基づきプ
ログラミングを行う。運用保守やテスト/評価の実務を担う
エンジニアも含む

注：保有人数は期末におけるグループ全体のエンジニア数。上記には、ハードの
設計・開発、組込み及びBPO等の業務に携わる人数を除く

24/9期 見通し
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（人）

114

118

134

150

176

277

315

306

284

307

272

243

240

246

263

増加

23/9期 （計画 146） （計画 330） （計画243）

⇒ PM/PLクラスについては、SEからPM/PLへ順調にステップアップした人財が相当数発生し、計画を超過

⇒ SEクラスは、PM/PLクラスへ成長した結果、同クラス人数単体は減少。次世代クラス・PGは計画達成。



『契約単価』は、技術力強化に伴い改善傾向を継続中

開発 保守運用

22/9期

21/9期

20/9期

◼ コンサルティング・受託開発領域への注力、及びこれに伴う人財の技術力強化が進んだ結果、
「契約単価」は改善傾向を継続

注：ACFはコンサル・受託案件を中心とする事業のため、戦略上「契約単価」
は非開示。ただし、概算での契約単価は約1,500～3,000千円の水準値。

24/9期 見通し

663

700

702

718

740

527

546

564

596

602

514

541

544

551

564

改善

改善
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（千円）

23/9期

改善

⇒ 23/9期は、一部メンバーの受託案件への参画や教育研修プログラムの拡充等のスキルの底上げ施策が奏功し、
CLS、BKS、SLGの各社において単価引き上げに繋がった

⇒ 24/9期においても、人的資本への重点投資を加速し、人財の付加価値向上に努める想定

（計画 708） （計画 573） （計画 540）



『稼働率』は、旺盛なDX需要を背景として高稼働率で推移

22/9期

21/9期

20/9期 96.1% 

97.7% 

98.8% 

98.9% 

99.0% 

93.0 94.0 95.0 96.0 97.0 98.0 99.0 100.0

◼ 旺盛なDX推進需要を取り込み、引続き高稼働率で推移中

（％）

24/9期 見通し

改善

41
注：稼働率は、BKS・CLS・SLG・HMBの月中稼働者（在籍者のうち顧客業務に就業

中のエンジニア）の人件費合計を同4社の月末時点総人件費で除した値の通年平均

23/9期

⇒ 23/9期は、顧客の旺盛なDX推進需要を取り込むことで、年間を通じて高稼働が続き、計画を上回る着地

⇒ 24/9期においても、引続き今期並みの高稼働が継続する見通し

（計画 98.7%）



新規上場による調達資金の投資実績

◼ 東証マザーズ（現東証グロース）への新規上場による資金調達を踏まえ、3年間でエンジ
ニアの採用費やその後の人件費に投資・充当を完了

IPOによる調達資金の配分計画と進捗 資金使途

今後の事業拡大に伴うプロジェクトマネージャー、
プロジェクトリーダー等の確保、経験豊富なエン
ジニア等の確保を積極的に進めるための費用

①人材採用費

エンジニア等の積極的な確保に伴う人件費の
増加分

②エンジニア
の人件費

23/9期 実績 28百万円

22/9期 実績 28百万円

21/9期 実績 28百万円

42

23/9期 計画 28百万円 ⁻

22/9期 計画 28百万円 -

21/9期 計画 28百万円 -

＜参考＞ 差異（実績-計画）

⇒ IPOによる調達資金は、エンジニアの採用関連費用の一部として計画どおりに充当を完了



6. リスク情報



*1: 買収した企業のクロージング後約3か月（100日間）の基本計画

認識するリスク及びリスク対応策（1/2）

成長の実現や事業計画の遂行に重要な影響を与える可能性があると認識する主要なリスクとしては以下
の通り。その他のリスクについては、有価証券報告書の「事業等のリスク」参照

法的規制等に
関するリスク

企業の買収等
に関するリス

ク

当社グループは、労働者派遣法や職業安定法、労働基準法等の労働関連法令等
により、規制を受けております。社会情勢の変化に応じてこれらの法制度の改
正、強化、解釈の変更などが想定されます。

当社グループは、諸法令に対し、遵法を旨として経営にあたっておりますが、
その対応により新たな負担の発生や事業展開の変更を求められることも予測さ
れ、当社グループの業績及び財政状態に影響を与える可能性があります。

詳細 対応策
顕在化の
可能性

顕在化の
時期

管理本部にて顧問弁護士と
連携し、法的規制の動向に
ついて常に注視し、臨機応
変に対応できる体制をとっ
ております。

当社グループでは、通常の営業活動によるシェア拡大に加え、事業拡大への経
営資源を取得するために、企業の買収等も積極的に推進しておりますが、それ
らを実施する場合には、対象となる企業の財務内容や事業についてデューデリ
ジェンスを行い、事前にリスクを把握するとともに、収益性や投資回収の可能
性について検討しています。

しかしながら、国内外の経済環境の変化等の理由から、当社グループが企業の
買収等を行った後の経営、事業、資産等に対して、十分なコントロールを行え
ない可能性があります。また、買収等した企業の顧客基盤や人財が流出する可
能性もあり、当初に期待したシナジーを得られない可能性もあります。当該リ
スクが顕在化する可能性の程度や時期を正確に予測することはできませんが、
これらの場合、当社グループが既に投資した投資額を十分に回収できないリス
クが存在し、当初の期待どおりに事業を展開できない場合には、当社グループ
の業績に影響を与える可能性があります。

さらに、当社グループが、ビジネスパートナーと合弁会社の設立や事業提携を
行う場合において、当社グループが投資先を実質的に支配することや、重要な
意思決定を行うことが難しい場合があるというリスクが存在し、当初の期待ど
おりに事業を展開できない場合には、当社グループの業績に影響を与える可能
性があります。

対象企業の峻別に努めてお
ります。又、当該対象企業
については外部機関を活用
した十分な調査の実施、買
収メリット等を総合的に勘
案し検討しております。

買収後はDay100プラン*1作
成・実行など十分なPMIを行
い、速やかなリスク低減に
努めております。

低～中

低～中

常時

中長期
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認識するリスク及びリスク対応策（2/2）

人財の確保に
関するリスク

技術者派遣事
業を取り巻く
環境に関する

リスク

当社グループの事業は、意欲と技術的専門性を有した技術者により支えられて
おり、優秀な人財の確保と育成、また定着率が最も重要な命題となります。

少子高齢化による労働人口の減少、理系離れ等による専門教育を受けた新規学
卒者数の減少により、中長期的には人財の確保が困難になることが予測され、
またネットへの悪意ある書き込みといった風評被害等が起こった場合、採用に
影響を与える懸念があります。

当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期を正確に予測することはできませ
んが、採用において計画どおり必要とする人財を確保できない場合や離職によ
り技術社員が大幅に減少した場合には、当社グループの業績に影響を与える可
能性があります。

詳細 対応策
顕在化の
可能性

顕在化の
時期

成果ではなく成果を生み出
す行動を重視した人事制度
の策定・改善や管理監督者
を対象としたマネジメント
研修の継続実施、24時間・
場所を選ばずスキマ時間で
の学習が可能な当社グルー
プオリジナルの階層別eラー
ニングカリキュラムや対話
を重視した研究会・勉強会
の補助等、社内教育プログ
ラムの拡充等が順調に進捗
していると考えられるため、
こうした取り組みを今後も
継続して参ります。

当社グループの主要事業であるシステムソリューション事業は、派遣先となる
大手製造業やＩＴ関連企業の業績動向に大きく影響を受けます。

当該リスクが顕在化する可能性の程度や時期を正確に予測することはできませ
んが、長期にわたる景気低迷や経済環境の変化等により、取引先企業業績の悪
化に伴う設備投資の抑制や研究開発の削減が長期に続いた場合、大規模な自然
災害や事故等で事業活動の停止もしくは事業継続に支障をきたす事態が発生し
た場合、また取引先企業の開発拠点につき海外移転等が発生した場合には、当
社グループの業績に影響を与える可能性があります。

取引先は特定の業種に偏る
ことなく多岐に渡るため、
リスクの低減は一定程度図
られているものと考えてお
りますが、取引先の分散を
より進めることで更なる低
減に取り組んでまいります。

中～高

低～中

中長期

常時

成長の実現や事業計画の遂行に重要な影響を与える可能性があると認識する主要なリスクとしては以下
の通り。その他のリスクについては、有価証券報告書の「事業等のリスク」参照
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進捗状況に関する開示方針

◼ 本開示書類「事業計画及び成長可能性に関する事項の開示」で記載した内容
の進捗状況の開示方針は以下のとおりです

✓ 開示書類「事業計画及び成長可能性に関する事項の開示」は、年１回の
開示頻度とし、開示時期は通期決算短信の開示と同タイミングとします
（次回は2024年11月を予定）

✓ ただし、四半期ごとに開示する「決算補足説明資料」にて適宜進捗状況
を開示する予定としております
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将来の見通しに関する注意事項

◼ 本発表において提供される資料ならびに情報は、いわゆる「⾒通し情報」
（forward-looking statements）を含みます

◼ これらは、現在における⾒込み、予測およびリスクを伴う想定に基づくもの
であり、実質的にこれらの記述とは異なる結果を招き得る不確実性を含んで
おります

◼ それらリスクや不確実性には、一般的な業界ならびに市場の状況、金利、通
貨為替変動といった一般的な国内および国際的な経済状況が含まれます

◼ また、本資料に含まれる当社以外に関する情報は、公開情報等から引用した
ものであり、かかる情報の正確性、適切性等について当社はこれを保証する
ものではありません
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